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放射型空間的相互作用モデルについて
―日本の流動データを利用したグラビティ・モデルとの比較―

中　谷　友　樹

Ⅰ．はじめに：　グラビティ・モデルと放射モデル

空間的相互作用モデルは、空間的流動に着目した地域間の動的な相互関係のモデルである。空間
的流動は様々なスケールでの地域変化と密接に関連しており、例えば人口移動は地域人口の社会構
成を、通勤通学流動は地域間の機能的関連や情報・感染症の空間的伝播を基礎づける。これら多様
な流動現象には、Ravenstein1）の人口移動に対する観察を嚆矢として、距離低減性などの規則性の
存在が古くから指摘されてきた。地理学における計量革命が進行する場面では、個性記述的な地誌
的記載から普遍的な空間的規則の探究が強調され、その中で流動現象の規則性を数式によって提示
したグラビティ・モデルは、「普遍的」な空間的モデルの代表として脚光を浴びることとなった 2）。
万有引力方程式のアナロジーから定式化されたこのモデルは、重力モデルあるいは引力モデルと
もしばしば訳され、現在でも最もポピュラーな空間的相互作用モデルである。それは以下のように
示される。
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ここで、Tijは発地 i着地 j間の流動量、ni は地域 iの規模（典型的には人口）、dijは地域 ij間の距離
（発着地間で対称でなくてもよい）である。また、モデル中の係数 κ, α1, α2, βは推定されるべきパラメ
ターであるが、万有引力のアナロジーから導かれる α1=α2=1, β=2 に固定されて運用されることもあ
る。流動現象の種類によっては、発地および着地の規模変数は異なる指標に置き換えられる（例えば
通勤流動であれば、雇用機会として従業者の総数、買物流動であれば売場面積などである）。また、距離低減
性に相当する距離のべき乗関数は、指数関数 exp（－βdij）などの他の関数型で定式化されることも多
い。
グラビティ・モデルには様々な拡張がなされてきたが、いわゆる発生制約型モデルとして、着地
の選択確率を定式化する次の形式のモデルは、離散選択モデルとの形式的な対応もあって、広く利
用されている。
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ここで Tiは地域 iで発生する全流動量であり、規模の変数は活動機会の大きさ、あるいは着地固有
の魅力度の指標である。
これらの古典的モデルについては、多くの批判的考察がなされてきたが、古くは A. Wilsonの著
名なエントロピー最大化原理による導出 3）をもって、当該のモデルが基礎づけられたとの見解が広
く共有され、集計的な地域間流動をモデル化する空間的相互作用モデルの多くは、このグラビティ・
モデルの拡張によって特徴づけられる。
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しかし、近年になって流動現象の大規模な資料を分析する中で、空間構造、すなわち全体的な地
域単位の空間的配列が、地域間の流動現象を説明する上で欠かせないとの状況が再確認され、新た
な「普遍的」モデルとして物理学の放射・吸着過程を模した放射モデル Radiation model が提案さ
れた 4）。このモデルは、発生制約型のモデルとして導出されており、次のように示される。
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ここで、sijは、発地 iの回りにある地域で、着地 jよりも近い地域の規模変数の合計である（Iは指

標変数であり、dik < dijであれば 1、そうでなければ 0 をとる）。
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sijは、いわゆる介在機会 intervening opportunity として知られている指標と基本的に同等である
（第 1図）。この sijを式（2）の距離変数の代わりに用いるモデルは、Stoufferの介在機会モデルと知
られている 5）。また、niを発地の人口とみなし、人口あたりの流動発生量の係数を δとした場合に
は、古典的グラビティ・モデルと同様に、流動の発生量・吸収量ともに制約をつけない次のような
形式で、放射モデルを示すこともできる。
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ここで式（3）の Tiおよび式（5）の δを所与の変数と考えれば、いずれの式も統計学的に推定すべ
き（自由）パラメターが 1つも存在しない点が特徴的である。
放射モデルの提唱者である Simini等は、このパラメター・フリーである放射モデルが、通勤流
動・人口移動・地域間通話量等の様々な大規模地域間流動データに対して、既存のパラメターを含
むグラビティ・モデルより優れた説明力を示すと報告した 6）。その結果を受けて、交通モデルや空
間的感染症モデルなど、空間的相互作用モデルの応用可能性に着目する研究領域における、放射モ
デルへの関心は高い 7）。本稿では、この放射モデルの導出過程を整理するとともに、日本の比較的
小規模な流動データに対する妥当性を古典的グラビティ・モデルとの比較を通して検討した上で、放
射モデルの意義と課題を考察する。

第 1図　放射モデルの変数
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Ⅱ．放射モデルの導出

Simini等による放射モデルの導出は、物理学の吸放出過程に着想を得て、移動者の移動先選択過
程をモデル化したものである 8）。ここでは、まず移動目的に照らして、移動者が評価する「ある状
態」を 1次元の量で単純化して考える。例えば、通勤流動であれば、雇用による賃金や労働条件な
どを総合化した雇用の魅力度の量のようなものである。この量を、ここでは活動水準と呼ぶことに
したい。基本的な前提としては、移動する個人は、現在居住している地域 iでの活動水準より、他
の地域で得られる活動水準がよりよいものであれば、移動を決定する。ただし、この意思決定を自
分の居住地域から近い順に探索すると考える。
より厳密な導出は、以下のように 3つの段階によって整理される。

（1）  発地 iから地域外へと移動する個人 X（放出される粒子に相当）それぞれについて、zx（i）という地
域 iで得られる活動水準（粒子の吸着閾値に相当）を定義する。この zx（i）は、連続的な zの確率分
布（確率分布密度を p（z）とする）の中から、ランダムに ni回抜き出された時の最大値で決まると
定義する。これは、現在の Xが従事あるいは享受している活動水準ともみなせる。ここで、p（z）
は様々な活動水準 zの社会的分布に相当し、発地の規模 niが大きいほど多様な活動水準の中か
ら選択が可能であるがために、zx（i）は大きな値になりやすい。

（2）  発地 iの周囲にある地域 jは、それぞれ個人 Xに対して zx（j）という活動水準を提示する。これ
は、再び活動水準 zの分布から、ランダムに nj回抜き出された時の最大値と定義する。その結
果、規模が大きい地域ほど、多様な活動水準の選択肢を提示可能であり、その中で最もよい選
択肢の活動水準が、zx（j）と理解できる。

（3）  発地 iから移動する個人 Xは、zx（i）< zx（j）となる最も近い地域 jを選択すると考える。すなわち、
発地から近い順に zx（j）を調べ、はじめて zx（i）< zx（j）が成立する地域を、移動先として選択する。
これは、最も近くにある、よりよい活動水準を提供できる地域を移動先として選択するという
原理を定義したものである。

これらの前提に基づき、（a）移動者が発地 iで z という活動水準を得ている確率、（b）着地 jに至
るまでに、この zを上回る活動状態が提供されない確率、（c）着地 jに至って z を超える活動状態が
提示される確率を、それぞれ Pni（z）, Psij（< z）, Pnj（> z）とすると、ある一人の移動者が、発地 iから
着地 jに（途中で別の移動先を決定することなく）移動する確率 Qij（ni, nj, sij）は、以下のように導出さ
れる。
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積分要素の 3つの確率項のそれぞれは、zまでの下側累積確率 p（<z）を利用して、次のように示す
ことができる。
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まず、（7）式は ni回の試行によって zが最大値となる確率を示し、ni-1 回は z以下で、1回は zが
得られる状況を計算する。なお、確率分布密度 p（z）は、累積確率分布 p（<z）を用いて dp（<z）/dz 

と示せる。次に、発地 iから jに至るまでの各地域 kで、nk回 p（z）から値が抽出されるが、全ての
kで合計 sij回の抽出がなされる。この抽出の全てにおいて常に z以下の活動水準の値しか抽出され
ない確率を（8）式で示している。最後の式（9）は、nj回の活動状態の抽出において 1回以上は z

を上回る確率である。
以上の式（7）～（9）を式（6）に代入し、定積分を計算すると、最終的に p（z）の具体的内容とは

無関係な以下の式を得る。
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この結果、地域 iで発生する地域外への移動者の分布は、Qijに基づいた多項分布で得られるため、
地域 ij間の流動量は、2項分布に従う統計モデルとして定式化できる。この場合、地域間流動量の
期待値 E［Tij］として、式（3）と同等なモデル式が得られる。
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流動量が多く、かつ Qijが十分小さい場合が多いと仮定すれば、従来の空間的相互作用モデル研究で
多用されてきたようにポアソン分布近似を利用してもよい 9）。

~ Poisson ( , , )ij i ij i j ijT TQ n n s⎡ ⎤⎣ ⎦
　
（12）

ところで、このモデルは導出過程から明らかなように、式（2）と同様に着地の選択モデルであり、
そのためには任意の iに対して、次の関係が想定されている。
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ただし、この関係は近似的にのみ成立するものであり、有限の地域データに対しては、全地域の ni

の合計を nall（=Σi ni）として、Qijの合計 Biは、次のように計算できる。
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多数の地区に分割される大規模なデータセットであれば、1つの地区が全地域に対して占める地域規
模（例えば人口）の割合 ni/nallは十分小さいと見込めるため、式（11）でも実質的に式（13）の制約
は満たされる。しかし、地区の規模分布は順位規模法則で知られるように不均一であり、一部の地
域の規模が全体で大きな割合を占める場合も多く、流動データが有限なサイズである場合、一般的
には式（14）の制約式を満たさすために、次のような有限調整を行う必要がある。
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したがって、Masucci等が示したように、地域数の比較的少ないデータセットであれば、一般的には
式（3）あるいは（11）に代えて、以下の有限調整を行った放射モデルの利用が推奨される 10）。
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Ⅲ．日本の地域間流動データへの適用

これまで、Simini等による米国 3,141 郡間の通勤流動 11）をはじめ、Masucci等では英国イングラ
ンド・ウェールズの 535 都市間の通勤流動 12）など、放射モデルの適合度を検証した研究事例が報告
されている。ここでは、より小規模なデータセットでの事例を、日本の 2つの流動データ（47 都道府
県間の人口移動および茨城県44市町村間の通勤流動データ）を利用して示す。いずれの流動データも2010
年国勢調査から得た。
従来、古典的な無制約のグラビティ・モデルが放射モデルと比較されてきたが、その導出過程か
らも明らかなように放射モデルは発生制約型のモデルと理解できる。そこで、本稿では、式（1）の
無制約型のグラビティ・モデルとともに、式（2）で示される、発生制約型のグラビティ・モデルと
放射モデルとの比較をはかる。パラメターによる調整を必要としない「普遍性」を吟味するために、
発生制約型グラビティ・モデルでは、パラメター α、βについて事前に値を固定するケースも検討す
る。整理すると、ここで比較するモデルは以下の 4種類である。
放射モデル（式（16）で示される有限調整を行ったもの）
発生制約型グラビティ・モデル I（ただし、α＝ 1、β＝ 2に固定）

発生制約型グラビティ・モデル II（α＝ 1は固定、βは推定）

発生制約型グラビティ・モデル III （αおよび βは推定）

なお、発生制約型グラビティ・モデルでは、発地のダミー変数を利用したポアソン回帰モデルによっ
てパラメターの推定値を得る。
地域（着地）の規模である niは、通勤データについては従業地に基づく 15 歳以上の就業者総数（従

業者数）、人口移動データについては総人口を利用した。なお、人口移動は 5年前の居住地を問う設
問の回答から得られる 2005 年から 2010 年にかけての居住地移動を示すことになるため、地域（着
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地）の規模を示す総人口には、期首となる 2005 年の総人口を利用した。
放射モデルは、推定すべきパラメターをもたないため、統計学的なモデル・フィッティングのた
めの処理を必要としない。適合度の評価にあたっては、Tijについてモデルによる予測値と観測値と
の間に、2項分布あるいはポアソン分布の誤差を仮定すれば、尤度に関係する適合度統計量を定義で
きる。本研究では、ポアソン分布を仮定し、適合度の基準値を得るために、次のような着地選択確
率がすべて同一な発地制約型モデルを帰無モデルと定義した。

1~ Poissonij iT T
K

⎡ ⎤
⎢ ⎥⎣ ⎦

　
（17）

ここで、この帰無モデルの逸脱度を D0、放射モデルないし発生制約型グラビティ・モデルの逸脱度
を D1として、疑似決定係数に相当する逸脱度説明率 Pdev を定義する。

1

0

1 DPdev
D

= − 　
（18）

あわせて、利用頻度の高い適合度の診断法として、（10 以上の流動量が観測される発着地間の組み合わせ
に対し）観測値と予測値のそれぞれを対数化した上で、決定係数 R2 を求めることにした。R2 および
Pdevはともに、0から 1の値域を持ち、当てはめたモデルの適合度が優れるほど大きな値をとる（1
に近づく）。
これら4つのモデルの適合度指標および推定されたパラメター値を、全国都道府県間人口移動デー
タについては表 1に、茨城県の市区町村間通勤流動については表 2に整理した。
人口移動データへの適用結果（表 1）についてみると、いずれのモデルも決定係数でみる限り、適

合度指標は良好であるが、とくに発生制約型グラビティ・モデル IIIは適合度に優れる。距離低減パ
ラメター βを事後的に推定すると、これが 2.0 に近いこともあり、事前にパラメターを 2.0 に固定し
た発生制約型グラビティ・モデル Iであっても、放射モデルより適合度は良好である。Pdevでみる
と、放射モデルの適合度は著しく低い。観測値とモデルによる予測値の散布図である第 2図から、放
射モデルによっておおよその流動規模は予測されているものの、発生制約型グラビティ・モデルよ
り観測データとのずれが大きいことを確認できる。全体的に過小推計気味だが、とくに中程度の流
動（1,000 人から 10,000 人オーダー）では過大な推計も多い。放射モデルによる予測流動と実際の流動
の分布図を示した第 3図からは、実際の流動では規模の大きな地域への流動が全国的に卓越してい
るものの、放射モデルはこれを適切に捉えておらず、比較的近距離の流動を過大に、比較的長距離
間の大規模な中心的地域へ向かう流動規模を過小に予測していることが分かる。
通勤データへの適用結果（表 2）についてみても、パラメターの推定を伴うグラビティ・モデルの

適合度が最も高いものの、放射モデルの適合度は全体的に良好である。とくに、βが 5.0 を上回るほ
ど強い低減性が推定される流動であるため、事前に距離低減性パラメター βを 2.0 に固定したグラビ

表 1　都道府県間の人口移動データに対する空間的相互作用モデルの適用結果
モデル R2 Pdev α （標準誤差） β （標準誤差）

放射モデル 0.75 0.23 － （ － ） － （ － ）
グラビティ・モデル I 0.77 0.76 1.00 （ － ） 2.00 （ － ）
グラビティ・モデル II 0.77 0.76 1.00 （ － ） 2.12 （ 0.04 ）
グラビティ・モデル III 0.84 0.87 2.30 （ 0.03 ） 1.85 （ 0.03 ）
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表 2　茨城県市区町村の通勤流動データに対する空間的相互作用モデルの適用結果
モデル R2 Pdev α （標準誤差） β （標準誤差）

放射モデル 0.67 0.73 － （ － ） － （ － ）
グラビティ・モデル I 0.48 0.55 1.00 （ － ） 2.00 （ － ）
グラビティ・モデル II 0.75 0.81 1.00 （ － ） 5.63 （ 0.09 ）
グラビティ・モデル III 0.81 0.88 2.43 （ 0.05 ） 5.86 （ 0.07 ）

第2図　都道府県間の人口移動データに対する放射モデルと発生制約型グラビティ・モデル（モデル III）の適合状況の比較
横軸：　観測流動の規模、　縦軸：　モデルによる予測流動の規模

第 3図　都道府県間の人口移動の流動分布図（観測値と放射モデルの比較）
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ティ・モデル Iの適合度は著しく低い。放射モデルとグラビティ・モデル IIIの適合状況を比較した
第 4図および放射モデルによる予測流動と観測値を比較する分布図（第 5図）からは、放射モデルが
おおよその流動規模を的確に予測しているものの、やはり中心性の高い（規模の大きい）地域への流
動を過小に予測する傾向が確認できる。

第 4図　  茨城県市区町村間の通勤流動データに対する放射モデルと発生制約型グラビティ・モデル（モデル III）
の適合状況の比較

横軸：　観測流動の規模、　縦軸：　モデルによる予測流動の規模

第 5図　茨城県市区町村間の通勤流動の流動分布図（観測値と放射モデルの比較）
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以上の結果より、人口移動、通勤流動のいずれの場合でも、放射モデルは、全体的な流動分布を
推定してはいるものの、パラメター調整を伴う発生制約型グラビティ・モデルより適合度は劣るこ
と、規模の大きな着地に集中する流動現象の特徴が十分にモデルによって予測されていないこと、が
分かる。

Ⅳ．考察

放射モデルの導出に先立って、Simini等は、以下 6つの古典的グラビティ・モデルの問題を指摘
し、これが放射モデルによって解決できると主張した 13）。
（i）理論的導出過程の欠如：　式（1）を導出するアナロジー以上の厳密な基礎がない。
（ii）距離低減関数の不確定性：　距離低減関数については、べき関数のほか指数関数など様々な関
数形が利用されるが、どれを用いるべきかに関する事前の判断基準がない。
（iii）流動データの必要性：　パラメターの推定のために流動データが事前に必要であり、流動現象
そのものを応用して予測を試みるモデルでは、適当な流動データが得られないことも多い。
（iv）空間構造の無視：　式（1）は発着地間の変数のみで地域間流動を予測するが、実際には、他
の地域の存在によって流動現象に系統的な変化が生じることが知られている。
（v）流動量の制約の欠如：　式（1）では予測された流動発生量が、発地の人口を超えることがあり
得る。
（vi）決定論的である：　式（1）は確率モデルとして導出されていない。
ただし、現実には空間的相互作用モデルの多くは離散選択モデルとも関係づけられた統計モデル
としても定式化されること、既に議論したように発生制約型をはじめ制約型のモデルも広く運用さ
れていることを考えれば、（i）,（v）,（vi）の批判的論点は、グラビティ・モデルの技術的発展の中で
解決済みの論点とみなしうる。
一方で、放射モデルの画期的な点は、批判点の（ii）および（iii）の解決として指摘される通り、

その「普遍性」にある。すなわち、同じ形式の数学的モデルによって、あらゆる種類の地域間流動
を説明できるという主張である。発生制約型の放射モデルを利用するためには、地域別の流動発生
量は事前に必要だが、発着地間の流動量の推定に比べれば、地域別の流動発生量は、人口規模に規
定されている面が大きいことから、推定はより容易である。また、放射モデルはその導出上の仮定
からも明らかなように、現実的な流動現象に関わる意思決定や制約を大きく単純化・抽象化してい
るが、それにも関わらず現実の流動現象をよく説明するとされる。そのため、信頼性のある詳細な
地域間流動データが得られない状況でも、放射モデルを用いれば現実的な地域間流動の推計が可能
と見込まれ、この特性は、地域間流動をサブモデルとする感染症の空間的伝播モデルにおいて、と
くに注目を集めている 14）。
ただし、本稿の簡単な検証事例でもわかるように、放射モデルの妥当性が常に確認できるわけで
はない。日本の人口移動・通勤流動データに基づく限り、適合度そのものは古典的発生制約型グラ
ビティ・モデルの方が優れている。すなわち、放射モデルのグラビティ・モデルに対する優位性は
必ずしも「普遍的」に観察されるものではない 15）。
もっとも、流動現象の空間的・時間的スケールが全く異なる 2つの流動現象（人口移動と通勤流動）
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に対して、本研究でも放射モデルはパラメター調整を含まない 1つの式で一定の適合度を達成して
おり、流動のおおよその規模は的確に予測されていた。これに対して、古典的グラビティ・モデル
の場合には少なくとも距離低減性に対応するパラメター βのパラメター調整がなければ、予測力の
一般性は担保されないことは明らかである。また、ここで結果を省略するが、古典的グラビティ・
モデルにおいて距離低減関数に指数関数を利用すると、モデルの適合度は放射モデルよりも劣って
いた。そのため、グラビティ・モデルに対する批判的論点（ii）について、放射モデルがより望まし
いとする主張は、日本のデータでも支持できる。本研究での放射モデルの適合度の低さは、距離低
減性よりも（発）着地の規模の効果を適切に捉えておらず、大規模な地域への流動性が過小評価され
ている点によるところが大きい。そのため、この地域の規模の指標 niとして何をもちいるべきかの
指針について、さらなる検討が必要である。また、当該指標のパラメトリックな調整の可能性も、今
後の課題の 1つと思われる。
放射モデルにおいていま一つ注目すべき特性は、（i）および（iv）に関係した空間的移動と空間構
造の問題について、新たな理論的モデルを提示したことにある。介在機会項 sijが含まれていること
から分かるように、放射モデルは Stoufferの介在機会モデルをその特殊の形態の 1つとして導くモ
デルでもある 16）。この放射モデルは、移動によって達成される活動水準の変化を、現在居住する地
域から近い順番に検討し、満足できる水準であるオファーが見出された時に、移動を決定するとい
う意思決定過程を前提とする。空間的距離で並べられた「決定」「非決定」の 2項の選択を繰り返し、
一度「決定」が選択された場合には、それ以降の選択は行われない。この形式は、いわゆる生存分
析あるいは社会科学でイベントヒストリー分析と知られる、時間で序列化された選択のモデルと同
型式であり、放射モデルは空間的に序列化された生存分析の特殊な形態にほかならない 17）。
同様な空間的生存分析としての介在機会モデルは、既に Schneiderモデルとして知られてきた 18）。

これに比較すると、放射モデルでは着地の選択にあたって発地の規模が考慮されている点が大きく
異なっている。すなわち、発地の規模によって、介在機会の影響が地理的に変動し、発地の規模が
大きいほど大きな規模の着地を選択しやすいモデルとなっている。その妥当性の検証や、さらなる
拡張を通して、空間的相互作用モデルに関する新たな理論的展開が期待される。なお、この放射モ
デルは、多様な流動データの解析から空間構造の問題を無視しえないことを確認した最近の他の研
究 19）とも呼応するものであるが、流動に関する意思決定と空間構造の関係を問う上で、演繹的な数
理モデリングの果たす有用性を改めて示した点でも意義深い。

Ⅴ．結論

本稿では、地域間の流動を予測する新たな「普遍的」空間的相互作用モデルとして提案された放
射モデルについて、その導出過程とスケールの異なる 2つの日本の流動データへの適用結果から、同
モデルの性質や課題を考察した。放射モデルは、従来の空間的相互作用モデルとは異なる空間的意
思決定の過程をモデル化したものであり、数学的な形式も古典的なグラビティ・モデルと異なって
いる。その有用性と意義は、パラメター・フリーでありながら現実の地域間流動を予測しうるとい
うその特質を活かした応用可能性の高さと、空間構造に影響される空間的相互作用現象についての
新たな理論的展開にある。
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本研究で実施した日本の通勤・人口移動データを利用した検討では、放射モデルは、従来の発生
制約型のグラビティ・モデルに比べ適合度で劣るものであった。そのため、放射モデルの有用性に
関する「普遍性」は必ずしも支持されない。ただし、パラメターによる調整なしに、異なるスケー
ルの流動データに対し同一のモデル式が一定適合する点は確認された。放射モデルの有用性（妥当
性）を保証しうる条件や運用法については、さらなる検討が必要である。その一方で、放射モデルの
理論からは、空間的相互作用と空間構造に関する新たな理論的見解が提示されており、その理論的
な妥当性の検証やさらなる理論的拡張の議論を通して、空間的相互作用モデリング研究の新たな深
化が期待される。
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A Note on Radiation-type Spatial Interaction Model:

Comparison with Constrained Gravity Models Using Japanese Flow Datasets

by
Tomoki Nakaya

Radiation model without free-parameters to be estimated was recently proposed as a new spatial 

interaction model using intervening opportunity variable. This article summarises the fundamental concept 

and mathematical derivation of the model, and then test it with traditional gravity-type models by using two 

flow datasets in Japan, inter-prefectural migration of the entire country and inter-municipality commuting 

flows in Ibaraki prefecture. All of the models fitted here including radiation model are origin-constrained types 

of spatial interaction models. The results show that although the radiation model attains relatively high 

goodness-fits, particularly for smaller-scale commuting flows, the origin constrained gravity models with one or 

two parameters have better performance compared the radiation model for both flow datasets. The radiation 

model fails to capture the tendency of dominant flows towards large-size destinations bypassing small-size 

destinations near the origins. Further studies would be directed toward empirical exploration of conditions on 

which radiation models perform well and theoretical advancements of radiation-type spatial interaction models 

for a better understanding of relationships between spatial structure and mover’s decision making process.


